
 

 

 

みよし市子育て総合支援センター運営業務委託仕様書 

 

１ 趣旨 

本仕様書は、みよし市（以下「発注者」という。）が受注者に委託する本委託業務の遂行に

関し必要な事項を定める。 

２ 業務目的 

人口減少、少子高齢化、女性の社会進出等による家族形態の変化、就労の多様化、地域コミュ

ニティ意識の希薄化が進み、地域ぐるみの子育ての低下が懸念されている中で、子育て中の親の

不安や孤立感の軽減への支援、幼児期における愛着形成など子育てに必要な知識を身に付けるた

めの支援を図るため、継続的・安定的な子育て支援センター事業及びファミリー・サポート・セ

ンター事業の運営を受注者に委託する。 

３ 委託期間 

  契約締結日の翌日から令和１０（2028）年３月３１日まで 

  （運営期間は、令和７(2025)年４月１日から令和１０（2028）年３月３１日まで） 

  なお、契約締結の翌日から令和７(2025)年３月３１日までの期間は開設準備期間とし、当

該準備期間に係る経費は受注者の負担とする。 

４ 業務場所 

 (1) みよし市子育て総合支援センター 

   みよし市西陣取山１３０番地 

 (2) みよし市カリヨンハウス内子育てふれあい広場 

   みよし市三好丘二丁目２番地１ 

５ 業務の範囲及び内容 

 (1) 子育て総合支援センター事業 

ア 子育て親子の交流の場の提供及び交流の促進 

   (ｱ) 親子が気軽かつ自由に利用できる交流の場の設置、親子間の交流を深める取組等の

地域支援活動を実施する。 

   (ｲ) 受付表を備え、利用者統計をとる。 

イ 子育て等に関する相談、援助の実施 

(ｱ) 子育てに不安や悩みを持っている親子に対する相談、援助を実施する。 

(ｲ) 相談内容等は記録し、相談件数、内容等の統計をとる。 

(ｳ) 関係機関との連携を図る。 

ウ 地域の子育て関連情報の提供 

親子が必要とする地域の様々な育児や子育てに関する情報を提供する。 

エ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施 

親子等を対象に子育てや子育て支援に関する講習等を企画し、実施する。 

  オ その他地域の子育て支援に関する業務 

    年１回利用者アンケートを実施し、事業の充実について検討及び改善を行う。 

    なお、アンケートの実施方法は、原則、電子によるもので実施し、回答しやすい方法

で行うこと。 



 

 

  カ 安全確保 

   (ｱ) 新型コロナウイルス感染症等の感染防止策の徹底を図るとともに、感染拡大防止に

向けた連絡体制を整えるなど必要な対応・対策を行う。 

   (ｲ) 事故の未然防止に努めるとともに、けがをした場合の応急処置や医療機関への連絡

体制などを整える。 

   (ｳ) 地震、火災、風水害、不審者の侵入などの緊急時の対応については、現状に合った

マニュアル等を整備し、定期的な避難経路の確認等を実施する。 

   (ｴ) 安全対策物品の常備など、親子の安全確保に努めること。 

 (2) ファミリー・サポート・センター事業 

  ア 会員の募集、登録その他会員組織業務 

   (ｱ) 会員募集のための広報媒体等の作成、配布及びその他事業の広報活動 

     依頼会員数及び援助会員数の増加を図るため、広報媒体等の作成、配布等を行うと

ともに、特に援助会員数を増加するための先進市町の情報を収集し、研究することで

みよし市独自の方策を実施する。 

   (ｲ) 会員登録等の受付業務全般 

     会員登録にあたっては、会員とアドバイザーが面談すること。また、会員の登録に

関しては、１年ごとに更新・整理すること。 

   (ｳ) 会員証の作成及び発行業務 

   (ｴ) 会員名簿の作成 

   (ｵ) 会員に配布する利用手引きの作成 

     「会員活動の手引き」を作成し、必要に応じて会員等に配布する。 

   (ｶ) 会員の援助活動に必要な傷害及び賠償保険の加入・支払手続の補助 

     市では、相互援助活動中に生じた事故等に対応するため、財団法人女性労働協会が

取り扱うファミリー・サポート・センター補償保険（賠償責任保険、傷害保険）等に

加入するため、必要な補助業務を実施すること。（なお、保険料は委託料に含まれ

る。） 

  イ 相互援助活動の調整・把握等 

   (ｱ) 援助活動の要望等に対する受付 

   (ｲ) 会員同士のマッチング業務 

   (ｳ) 活動実績の内容把握及び管理 

   (ｴ) 会員からの苦情・要望に対する対応 

   (ｵ) その他相互援助活動に必要な業務 

  ウ 会員に対して相互援助に必要な知識を付与する講習会の開催 

    会員を対象とした講習会を次のとおり開催する。 

   (ｱ) 普通救命講習会を毎年度、１回開催する。 

   (ｲ) スキルアップ講習会を毎年度、５回開催する。 

   (ｳ) 入会説明会と合わせ、こどもの事故防止と心肺蘇生法に係る講習会を毎年度、８回

開催する。 

   (ｴ) 一般社団法人女性労働協会が提供する「保育サービス講習会」のカリキュラムを参



 

 

考に、指定管理期間の３年間で２４時間の講習会を開催する。 

  エ 会員の交流を深め、情報交換の場を提供するための交流会の開催 

  オ 子育て支援関連施設、関連機関との連携 

  カ その他ファミリー・サポート・センター事業に関する業務 

   (ｱ) 会員の把握に努め、事業の充実に向けた検討及び改善 

   (ｲ) 「月例業務報告書」等の作成及び市への報告 

６ 利用時間及び休業日 

 (1) 子育てふれあい広場（子育て総合支援センター内） 

  ア 利用時間 

    午前９時から午後５時まで 

  イ 休業日 

    日曜日、月曜日及び年末年始（１２月２８日から翌年１月４日まで） 

 (2) 子育てふれあい広場（カリヨンハウス内） 

  ア 利用時間 

    午前９時から午後５時まで 

  イ 休業日 

    月曜日（月曜日が休日の場合は翌平日）及び年末年始（１２月２９日から翌年１月３

日まで） 

 (3) なかよし地区子育て支援センター（子育て総合支援センター内） 

  ア 利用時間 

    午前９時から午後３時まで 

  イ 休業日 

    日曜日、月曜日及び年末年始（１２月２８日から翌年１月４日まで） 

 (4) ファミリー・サポート・センター（子育て総合支援センター内） 

  ア 利用時間 

    午前９時から午後５時まで 

  イ 休業日 

    日曜日、月曜日及び年末年始（１２月２８日から翌年１月４日まで） 

７ 職員の体制 

  子育て支援センター事業及びファミリー・サポート・センター事業を円滑に履行できる職

員体制を確保すること。 

 (1) 管理技術者（統括責任者等）の配置 

   子育て支援センター事業及びファミリー・サポート・センター事業の管理技術者（統括

責任者等）として、市及び関係機関との連絡調整、両事業の把握、両事業に従事する職員

の指導、監督、助言等を行う常勤の職員（保育士又は幼稚園教諭の資格を有する者）を専

属として１人選任する。 

  ア 子育て支援センター事業 

  親子の支援に関して意欲のある者であって、子育ての知識及び経験を有する次の職員

を配置すること。 



 

 

   (ｱ) 主任 

     子育て等に関する相談、地域の子育て家庭の支援活動の企画、調整等を専門に行う

常勤の主任（保育士又は幼稚園教諭の資格を有する者。以下同じ。）を子育て総合支援

センター及びカリヨンハウス内ふれあい広場に各１人選任する。ただし、主任が各１

人選任できない場合は、主任１人、非常勤（週３日以上勤務すること。）の副主任（保

育士又は幼稚園教諭の資格を有する者。以下同じ。）を２人以上専任すること。 

     また、各施設勤務については、統括責任者、主任又は副主任のうち、子育て総合支

援センターにはいずれか２人以上、カリヨンにはいずれか１人以上が勤務することと

する。 

   (ｲ) なかよし地区支援センター支援員 

     地域の子育て家庭の支援活動、親子教室等の企画、調整、実施を行う非常勤の支援

員（保育士又は幼稚園教諭の資格を有する者。以下同じ。）を子育て総合支援センター

に配置する。 

   (ｳ) ふれあい広場見守り支援員 

     ふれあい広場を利用する親子の見守りを行う非常勤の支援員を子育て総合支援セン

ター及びカリヨンハウス内ふれあい広場に配置する。 

  イ ファミリー・サポート・センター事業 

    相互援助活動の調整等の事務を行う非常勤のアドバイザーを配置する。 

 (2) 職員名簿の提出 

   受注者は、職員の所属先、氏名、年齢、住所を記載した「職員名簿」と職員の有する資

格証簿を年度始に市に提出すること。また、職員に入れ替わりがあった場合は、その都度、

有する資格証等の写しを添付し市に「職員名簿」を提出すること。 

 (3) 労働安全衛生及び福利厚生 

   受注者は、職員の安全衛生を確保し、適切な職場環境を整備すること。 

８ 本市の費用負担 

 (1) テレビ受信料及び電気・ガス・水道料金 

 (2) 建物共済保険料（子育て総合支援センター） 

 (3) 機械警備委託費（子育て総合支援センター） 

   １階資料保管庫及び２階全域を対象とし、遠方通報監視システムによる機械警備を外部

業者に委託する。 

 (4) 施設維持管理業務委託費（子育て総合支援センター） 

   定期清掃業務（床面洗浄ワックスを年２回、天井等高所清掃を年１回、ブラインド清掃

を年１回、ガラス清掃を年２回）、設備機器保守点検業務（主に年１回）、植栽管理業務

（中高木剪定・低木刈込を年１回）、設備巡回点検業務（２階各室を年６回）及び害虫駆除

業務（２階各室を年４回）を施設維持管理業務として外部業者に委託する。 

 (5) 日常清掃業務委託費（子育て総合支援センター及び子育てふれあい広場（カリヨンハウ

ス）） 

   子育て総合支援センター及び子育てふれあい広場（カリヨンハウス）の清掃業務は日常

清掃業務として外部業者に委託する。 



 

 

(6) 駐車場用地費 

   子育て総合支援センターにおいては市民活動センター（みよし市西陣取山９０番地）駐

車場南側１０台、カリヨンハウス内子育てふれあい広場においては三好ヶ丘第四中継ポン

プ場跡地内に１０台を用意する。ただし、本市が用意した駐車場用地で不足等する場合は、

受託者の費用で駐車場用地を用意すること。 

９ 施設、設備、備品の監理と環境整備 

 (1) 日常的に施設、設備の点検を実施し、安全対策、危険箇所の事前把握、防犯対策、安全

管理及び施錠確認を徹底すること。 

 (2) 備品の適正管理、施設内及び敷地内の清掃の実施等、適切な環境整備に努めること。 

 (3) 備品の破損、施設及び設備に修繕が必要となった場合は、速やかに市に報告すること。 

 (4) 業務で使用するパソコン、複合機等を含めた機器類及び鉛筆等の消耗品類は、受託者が

用意すること。 

１０ 要望・苦情への対応 

   保護者からの要望・苦情に対しては、迅速かつ適切に誠意を持って対応すること。また、

要望・苦情の内容及び結果は「要望・苦情報告書」に記載し、市に提出すること。なお、

その内容や対応策については、職員の間でも共有すること。 

１１ 事故発生時の対応 

   事故等が発生した場合は、直ちに適切な措置を講じるとともに、その内容等を速やかに

市に報告すること。また、事故等の発生に対して速やかに原因等を究明し、対策を必要と

する場合は、今後の対応策と併せて「事故報告書」により市に提出すること。 

１２ 損害賠償 

   次に掲げる事項に該当し、その結果、市に損害を与えたときは、受注者は、市に損害を

賠償しなければならない。 

  (1) 故意又は過失により、利用者等にけがを負わせたとき。 

  (2) 故意又は過失により、設備、備品等を損壊、紛失又は遺棄したとき。 

１３ 提出書類 

   受注者は、次の各号に定める書類を期日までに提出する。 

  (1) 業務計画書 

    契約締結後５日以内 

  (2) 工程表 

    契約締結後５日以内 

  (3) 管理技術者通知書 

    契約締結後５日以内 

  (4) 年間活動計画書 

    ４月５日まで 

  (5) 年間収支計画書 

    ４月５日まで 

  (6) 緊急・避難計画 

    ４月５日まで 



 

 

  (7) 緊急連絡先 

    ４月５日まで 

  (8) 業務報告書（月報） 

    集計後、速やかに 

  (9) 業務報告書（年報） 

    年度末まで 

１４ 業務委託料の支払 

  (1) 委託料の支払額は、受注者が業務計画書により予め発注者に提出し承認を受けるもの

とする。 

  (2) 前項による委託料の支払方法は月払いとし、１回の支払額は、前項による支払額を１

２で除した額（ただし、１，０００円未満の端数が生じた場合は、各年度最終の支払い

に含めるものとする。）を限度とする。 

  (3) 受注者は、発注者が業務報告書（月報）に基づいて実施する検査に合格したときは、

業務の出来高に応じた委託料を請求することができる。 

  (4) 発注者は、受注者から委託料の請求があったときは、３０日以内に支払うものとする。 

１５ 変更契約 

   本項に定める職員が配置できない（在籍のみで勤務できないものを含む。）期間が生じた

場合は変更契約を締結するものとする。 

１６ 費用、リスク分担区分 

  (1) 費用分担区分は、別表１のとおりとする。 

  (2) リスク分担区分は、別表２のとおりとする。 

１７ 委託契約の解除 

   発注者は委託業務の適正を期すため、次に掲げる事由に該当するときは、委託契約を解

除し、又は期間を定めて運営業務の全部又は一部の停止を命じることができるものとする。 

  (1) 受注者が発注者の求めに応じて、帳簿書類の提出や立ち入り検査の実施に従わないと

き 

  (2) 受注者による運営を継続することが適当でないと発注者が認めたとき 

１８ 業務の引継ぎ 

   契約期間が満了したとき又は契約を解除されたときは、速やかに業務を報告するととも

に、発注者及び発注者が指定する者に対し、業務の引継ぎを行うものとする。 

１９ その他 

   本仕様書に定めるもののほか、必要な事項は発注者と受注者が協議して決定するものと

する。 

 

 



 

 

別表第１ 

費用の負担区分 

 

支出科目 主な支出 受注者 発注者（市） 

報償費 講師謝礼、託児謝礼 ○  

旅費 研修の参加、講座開催場所への旅費 ○  

需用費 

消耗品の購入 ○※１  

資料、手引きの印刷 ○  

電気、ガス、水道料金  ○ 

医薬品の購入 ○  

施設、備品の修繕 ○※２  

役務費 

電話代、ＦＡＸ通信費 ○  

郵便料金 ○  

手数料（カーテン、カーペットクリー

ニング） 
○  

建物共済保険料  ○ 

委託料 
機械警備、日常清掃、維持管理  ○ 

樹木剪定  ○ 

使用料及び 

賃借料 

施設使用料（講座開催時） ○内訳項目  

テレビ受信料  ○ 

マット使用料 ○  

駐車場賃借料（必要な場合のみ） ○  

備品購入費 備品の購入  ○※１ 

負担金、補助及

び交付金 
研修の参加負担金 ○  

備考 

  １ 本表における備品とは３万円以上のものを指す。それ以外は、消耗品とする。 

  ２ 修繕費が５万円以下の軽微なものとし、５万円を超える修繕や損害賠償保険が適用と

なる物損の場合は、市の負担とする。 



 

 

別表第２ 

リスク分担区分 

 

項目 費用区分 受注者 
発注者

（市） 

設備 

受注者が注意義務を怠ったことによる

施設、設備、備品等の滅失、損傷に関

する原状回復又は賠償 

○  

法令変更 法令変更に伴う運営経費の増減  ○ 

税制変更 税制変更に伴う運営経費の増減  ○ 

政治、行政的理

由による事業変

更 

政治、行政的理由から、受注者が業務

内容の変更を余儀なくされた場合の経

費 

 ○ 

不可抗力 

自然災害、暴動その他、発注者又は受

注者のいずれの責めにも帰すことので

きない自然的又は人為的な現象等に伴

う施設修復等の経費 

 ○ 

第三者への賠償 
受注者が注意義務を怠ったことによる

第三者への損害賠償 
○  

その他 上記以外の場合 発注者と受注者が協議 

 

 


